
第１８０回国会閣第６４号に対する修正案 

第１８０回国会衆議院文部科学委員会可決 

 

   著作権法の一部を改正する法律案に対する修正案 

 著作権法の一部を改正する法律案の一部を次のように修正する。 

 第百二条第九項第五号の改正規定の次に次のように加える。 

 第百十九条第一項中「場合を含む」の下に「。第三項において同じ」を加え、同条に次

の一項を加える。 

３ 第三十条第一項に定める私的使用の目的をもつて、有償著作物等（録音され、又は録

画された著作物又は実演等（著作権又は著作隣接権の目的となつているものに限る。）

であつて、有償で公衆に提供され、又は提示されているもの（その提供又は提示が著作

権又は著作隣接権を侵害しないものに限る。）をいう。）の著作権又は著作隣接権を侵

害する自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつて、国内で行われたとしたな

らば著作権又は著作隣接権の侵害となるべきものを含む。）を受信して行うデジタル方

式の録音又は録画を、自らその事実を知りながら行つて著作権又は著作隣接権を侵害し

た者は、二年以下の懲役若しくは二百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

 附則第一条ただし書を次のように改める。 

  ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 附則第七条、第八条及び第十条の規定 公布の日 

 二 第二条第一項第二十号並びに第十八条第三項及び第四項の改正規定、第十九条第四

項に一号を加える改正規定、第三十条第一項第二号の改正規定、第四十二条の三を第

四十二条の四とし、第四十二条の二の次に一条を加える改正規定、第四十七条の九の

改正規定（「又は第四十六条」を「、第四十二条の三第二項又は第四十六条」に改め

る部分に限る。）、同条ただし書の改正規定（「第四十二条の二まで」の下に「、第

四十二条の三第二項」を加える部分に限る。）、第四十九条第一項第一号の改正規定

（「第四十二条の二」を「第四十二条の三」に、「第四十二条の三第二項」を「第四

十二条の四第二項」に改める部分に限る。）、第八十六条第一項及び第二項の改正規

定（「第四十二条の二まで」の下に「、第四十二条の三第二項」を加える部分に限

る。）、第九十条の二第四項に一号を加える改正規定、第百二条第一項の改正規定

（「第四十二条の三」を「第四十二条の四」に改める部分に限る。）、同条第九項第

一号の改正規定（「第四十二条の二」を「第四十二条の三」に、「第四十二条の三第

二項」を「第四十二条の四第二項」に改める部分に限る。）、第百十九条第一項の改

正規定、同条に一項を加える改正規定並びに第百二十条の二第一号の改正規定並びに

次条並びに附則第四条から第六条まで及び第九条の規定 平成二十四年十月一日 

 附則第二条中「前条ただし書に規定する」を「前条第二号に掲げる」に改める。 

 附則第四条中「附則第一条ただし書に規定する」を「附則第一条第二号に掲げる」に改



める。 

 附則に次の五条を加える。 

 （組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律の一部改正） 

第六条 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十一年法律第百三

十六号）の一部を次のように改正する。 

  別表第四十八号中「第百十九条」を「第百十九条第一項又は第二項」に改める。 

 （国民に対する啓発等） 

第七条 国及び地方公共団体は、国民が、新法第三十条第一項（新法第百二条第一項にお

いて準用する場合を含む。）に定める私的使用の目的をもって、有償著作物等（新法第

百十九条第三項に規定する有償著作物等をいう。以下同じ。）の著作権又は著作隣接権

を侵害する自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であって、国内で行われたとし

たならば著作権又は著作隣接権の侵害となるべきものを含む。）を受信して行うデジタ

ル方式の録音又は録画を、自らその事実を知りながら行って著作権又は著作隣接権を侵

害する行為（以下「特定侵害行為」という。）の防止の重要性に対する理解を深めるこ

とができるよう、特定侵害行為の防止に関する啓発その他の必要な措置を講じなければ

ならない。 

２ 国及び地方公共団体は、未成年者があらゆる機会を通じて特定侵害行為の防止の重要

性に対する理解を深めることができるよう、学校その他の様々な場を通じて特定侵害行

為の防止に関する教育の充実を図らなければならない。 

３ 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日の前日までの間における第一項の規定の適

用については、同項中「新法第三十条第一項（新法第百二条第一項において準用する場

合を含む。）」とあるのは「著作権法第三十条第一項（同法第百二条第一項において準

用する場合を含む。）」と、「新法第百十九条第三項に規定する有償著作物等」とある

のは「録音され、又は録画された著作物、実演、レコード又は放送若しくは有線放送に

係る音若しくは影像（著作権又は著作隣接権の目的となっているものに限る。）であっ

て、有償で公衆に提供され、又は提示されているもの（その提供又は提示が著作権又は

著作隣接権を侵害しないものに限る。）」とする。 

 （関係事業者の措置） 

第八条 有償著作物等を公衆に提供し、又は提示する事業者は、特定侵害行為を防止する

ための措置を講じるよう努めなければならない。 

 （運用上の配慮） 

第九条 新法第百十九条第三項の規定の運用に当たっては、インターネットによる情報の

収集その他のインターネットを利用して行う行為が不当に制限されることのないよう配

慮しなければならない。 

 （検討） 

第十条 新法第百十九条第三項及び附則第八条の規定については、この法律の施行後一年



を目途として、これらの規定の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づ

いて必要な措置が講じられるものとする。 


